
三重県行財政改革取組（中間案）

～ 「自立した地域経営」の実現をめざして～

平成23年11月 三重県

資料１－１



 自立し行動する県民の皆さんと共に新しい三重を創っていく
ためには、県民の皆さんとの信頼関係を高め、「協創」の取組を
進めることができる、職員の意欲および能力の向上が必要です。

 本県の財政状況は、県債残高が年々増加する中、県税収入に
多くを期待できず、また、義務的経費の増嵩が見込まれるなど、
今後はさらに一段と厳しくなることが予想されるため、将来世代
に負担を先送りしない、持続可能な財政基盤の確立が必要です。

 県政運営の仕組みについては、これまでもさまざまな改善に
取り組んできましたが、時代の変化にさらに対応できるよう、
また、県民の皆さんに成果をより届けることができるよう、不断
の見直しが必要です。

行財政運営にかかる現状・課題
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行財政改革の基本的な考え方

前記の現状・課題を踏まえ、｢先導・変革｣、｢自立・創造｣、｢簡素・効率｣
の３つをキーワードに、行財政運営の改革に取り組み、｢自立した地域経営｣
を実現することにより、｢みえ県民力ビジョン（仮称）｣の着実な推進に
つなげます。

★３つのキーワード

① 先導・変革

 これまでに取り組んできたさまざまな改革の蓄積に満足すること
なく、さらなる先導的な変革に取り組みます。

② 自立・創造

 地域が自らの地域を自らの責任でつくっていく自主・自立の地方
自治を確立するとともに、県民の皆さんと共に新しい三重を創造
します。

③ 簡素・効率

 事務事業をはじめ既存の仕組みをゼロベースから見直し、最小の
費用で最大の効果を上げ、簡素・効率を実践します。
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★取組の３本柱

★取組期間

平成24年度～27年度

Ⅰ 県民と共に「協創」の取組を進める、高い意欲と
能力を持った人材を育てる「人づくりの改革」

Ⅱ 将来世代に負担を先送りしない、持続可能な財政
基盤の確立に向けた「財政運営の改革」

Ⅲ 時代の変化に対応し、県民に成果をより届ける
ことができる「仕組みの改革」
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「みえ県民力ビジョン（仮称）」に掲げる「県民との『協創』」「現場重視」「職員力の向上」など

の考え方などを踏まえて、求められる人材像や能力を明確にし、人材育成の手法や進め方を示す「三重
県職員人づくり基本方針（仮称）」を平成24年度に策定します。

管理職員にかかる勤務評価制度を検証するとともに、現在試行している県職員育成支援のための評価
制度の定着を図り、能力や実績に基づく任用と処遇に取り組みます。

職員の意欲を高めるため、新しい庁内公募制度やスペシャリストコースを構築するなど、平成24年度
から、職員が自分のキャリアを自ら選択し実現できる機会の充実、拡大に取り組みます。

「自立した地域経営」の実現に向け、職員の視野と経験の幅を広げるとともに、幅広い人的ネット
ワークづくりなどを通じて、職員力や「協創」のスキルなどをより高めていくため、国・他県・市町・
民間企業など多様な組織との新たな人事交流に積極的に取り組みます。

職員の意欲を高める職場環境とするため、新たな管理職研修の実施などにより、職場における
コミュニケーションを促進する管理職のマネジメントスキルの向上を図ります。また職員一人ひとりが、
仕事の中で役立ち、認められていると実感しながら、意欲的に行動する組織風土づくりを進めるため、
新たな職員提案制度の構築や「率先実行大賞」への応募促進に取り組みます。

③ 新たなキャリアデザイン支援制度の構築
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④ 多様な組織との人事交流の推進

⑤ 意欲の向上に向けた組織風土づくり

① 「三重県職員人づくり基本方針（仮称）」の策定

② 勤務評価制度の検証と構築

【具体的取組】













税源移譲などにより地方税の充実が図られており、今後、自主財源確保のための取組がさらに重要に
なります。これまでも県と市町が連携して税収確保対策を進めてきており、引き続き互いの信頼関係を
ベースとして、より効果的な徴収方策や徴収体制について検討を進めます。

クレジットカード納税の導入は、納税者の利便性の向上が見込めますが、導入に要するコストのほか、
手数料が他の納税手段と比較して高額になるなどの課題があることから、既に導入している他の自治体
での対応状況も参考にしながら、費用対効果の観点も含め、十分な検討を進めます。

また、自動車保有関係手続きのワンストップサービスの導入については、運用コストなどの課題が
あることから、全国的な取組状況を注視しつつ、運輸支局や警察など関係機関と連携しながら検討を
進めます。
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② 市町と連携したより効果的な徴収方策や徴収体制の検討

③ 県民が納税しやすい環境の整備











県の政策を推進するにあたり、評価の結果をふまえ、どのように変革・改善するのかを明確にするため、
これまでのＰＤＳサイクル（戦略策定・戦略展開・評価）をＰＤＣＡサイクル（計画・実行・評価・
改善）に見直すなど、新たな仕組みを構築します。

事業の成果を県民の皆さんにわかりやすく説明でき、評価に基づく次の事業展開において、より成果
を上げることができるよう、事業の改善が進む評価（CHECK）の仕組みを導入します。

また、改善（ACT）の仕組みとして、取組の成果や改善方向を県民の皆さんにわかりやすく伝えられ
る「成果レポート」の公表などを行います。

危機管理については、危機事例の情報共有の実効性を高め、危機に関係する所属間において対話により
未然防止策の検討が速やかに行われるよう、危機事例発生の都度、危機事例をリアルタイムで情報発信
し情報の共有を図る仕組みを平成23年度に導入し、引き続き平成24年度以降も一層活用が図られるよう
随時見直していきます。

また、実際に危機が発生した際の検証シートは、これまでは同様の危機の再発防止に重点を置いて
いましたが、今後はそれに加え、情報共有や連携など、危機発生時に行った対応について速やかに検証を
行うことで、次に同様の危機が発生した際に迅速・的確な対応がとられるよう、平成24年度に新たな
検証シートを導入します。

① 政策を推進するための新たな仕組みの構築

【具体的取組】
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③ 危機管理の見直し

② 政策評価（SEE）の仕組みの見直し











サイバーテロや大規模自然災害発生時の脅威から県が保有する重要情報などを守るため、職員研修や
セキュリティ監査（実地監査、セルフチェック）、脆弱性診断などを通じて、職員の情報セキュリティ
マインドの向上や、情報システムのセキュリティ対策を推進していきます。

大規模災害などの発生に備え、平成23年度に情報システムに関する業務継続計画（BCP）の暫定版を
策定するとともに、訓練などを通じて継続的な見直しを行っていきます。

自治体のクラウドコンピューティング推進の動向などを注視し、東日本大震災で公金収納データの保全
が課題として明らかになったことも踏まえ、市町と共に会計事務の標準化を図り、将来的なクラウド
コンピューティングの採用を視野に財務会計システムの共同アウトソーシングへの取組を進めます。
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③ 情報セキュリティの確保

④ 情報システムに関する業務継続計画（BCP）の策定・見直し

⑤ 財務会計システムの共同アウトソーシング





県の施策や事業をよりタイムリーに、よりわかりやすく情報提供していくため、パブリシティなどの
既存の広報媒体を積極的に活用するとともに、動画配信など視覚的要素を加えたインターネット広報を
展開します。

県民の情報入手手段の多様化に対応するため、ツィッターの活用など、県からの新たな情報発信
チャンネルを開設していきます。

県民がさまざまな機会に県政情報に触れ、県政への関心を高めていけるよう、職員一人ひとりが
「広聴広報担当者」であるという意識の向上をめざします。このため、職員アンケートも実施しながら、
効果的な広聴広報活動に資するハンドブックを作成するとともに、広聴広報キーパーソン会議や職員
研修などを積極的に開催していきます。
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④ 県政のわかりやすい情報発信

⑤ 新たな情報発信チャンネルの開設

⑥ 職員の広聴広報意識の向上





公正性・透明性・競争性の向上により、入札契約制度の適正な運用を図るとともに、さらなる低入札
対策、総合評価方式の改善により、工事の品質を確保します。

地震や異常気象など自然災害の発生が懸念される中、災害時の緊急対応など地域に貢献できる地域建設
業の育成に向けた新たな取組により、地域の安全・安心を確保します。
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⑤ 地域の安全・安心に向けた建設業の育成・支援

●工事関係

④ 入札契約制度の適正な運用と品質確保


